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平成 19年４月 
財務省関税局 

輸出入者の皆様へ 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米国で発生した同時多発テロ以降、国際物流におけるセキュリティの確保

と効率化の両立は、国際的な流れになっています。 

関税局・税関では、税関手続においてこの目的を達成するため、輸入貨物

に係る簡易申告制度及び輸出貨物に係る特定輸出申告制度を導入してきま

したが、利用者の利便性の向上と、より高度なコンプライアンスを確保する

観点から、関税法の一部を改正し、４月１日（一部 10月 1日）に施行しま

した。 

・ 原則として、全ての貨物について、特例申告又は特定輸出申告が行えるようにな
りました。 
・ 特例輸入者についてもコンプライアンス・プログラムを定めて頂くことになりま
したが、特例輸入者と特定輸出者のコンプライアンス・プログラムについて、これ

を統一して作成することができるようにするとともに、記載すべき事項等を大幅に

削減（約 130項目から約 40項目へ）し、簡素化を図りました。 
・ コンプライアンスに関するチェックシートを公表し、申請者が自らコンプライア
ンスの程度をチェックすることができるようにしました。また、申請書を受理して

から、承認又は不承認を決定するまでの処理期間を、原則として１か月に短縮しま

した。 
・ 関税法におけるコンプライアンス・プログラムと、経済産業省及び国土交通省の
制度に係るコンプライアンス・プログラムとの調和と連携を図りました。 

主 な 改 善 項 目

詳細については、それぞれのリーフレットをご覧ください。
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平成 19年 4月１日（一部 10月 1日）から、簡易申告制度が変わりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今般、関税法が改正され、簡易申告制度をより利用しやすい制度に

するとともに、輸入者の皆様方の法令遵守に対する取組みをより一層

高めて頂くため、特例輸入者の承認の要件が変わりました。 

 

⑴ これまでは、輸入者が継続して輸入（年６回以上）している貨物について、税関

長の指定を受ける必要がありましたが、このような指定制を廃止し、基本的に全て

の貨物について特例申告を行うことができるようになりました。 

⑵ 簡易申告制度を利用する貨物については、その貨物が本邦に到着する前に国内へ

の引取りのための申告（輸入申告）を行うことができるようになります。 

⑶ これまでは、輸入の許可毎に特例申告を行うこととされていましたが、月毎の輸

入許可について一括して特例申告を行うことができるようになります。 

（注）上記⑵と⑶は、本年 10月１日から施行されます。 

よ り 使 い や す く す る た め に

 

⑴ 過去の一定期間に、関税関係及び国税関係の法令以外の法令についても、違反し

ていないことが必要になりました。 

⑵ 役員や従業員等が、法令を遵守するために守るべき法令遵守規則を定めているこ

とが必要になりました。 

⑶ 電子情報処理組織（ＮＡＣＣＳ）により特例申告等を行うことができるなど、適

正な業務遂行能力を有していることが必要になりました。また、財務状況に関する

事項等に関して、監査体制等について確認させて頂くことになりました。 

より高いコンプライアンスのために
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平成 19年 4月１日から、特定輸出申告制度が変わりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

今般、関税法が改正され、特定輸出申告制度をより利用しやすい制

度にするとともに、輸出者の皆様方の法令遵守に対する取組みをより

一層高めて頂くため、特定輸出者の承認の要件が変わりました。 

 

⑴ これまでは、輸出しようとする貨物が置かれている場所を管轄する税関に対して

のみ特定輸出申告を行うことができましたが、これに加えて、貨物を外国貿易船や

外国貿易機に積み込む予定である開港又は税関空港を管轄する税関に対しても特

定輸出申告を行うことができるようになりました。 

これにより、これらの港や空港に向けて運送されている途中の貨物についても、

特定輸出申告を行うことができるようになりました。 

⑵ 他の輸出者との混載貨物についても、特定輸出申告が行えるようになりました。

よ り 使 い や す く す る た め に

 

電子情報処理組織（ＮＡＣＣＳ）により特定輸出申告を行うことが必要になりまし

た。また、財務状況に関する事項等に関して、監査体制等について確認させて頂くこ

とになりました。 

より高いコンプライアンスのために
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〔
別
紙
様
式
〕

 

    

法
令
遵
守
規
則
の
記
載
内
容
等
に
関
す
る
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

 
   ■
特
例
輸
入
者

 

■
特
定
輸
出
者

 
●
●
株
式
会
社

 

記
載
例

 

注
：
こ
の
記
載
例
は
、
あ
く
ま
で
参
考
で
す
。
申
請
者
の
実
情
に
応
じ
、

 
実
施
内
容
に
は
違
い
が
あ
り
ま
す
。
ご
留
意
下
さ
い
。

 

13



１
 
体
制
整
備
等
に
関
す
る
基
本
的
事
項

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 

①
 
以
下
の
基
本
的
事
項
が
明
記
さ
れ
て
い
る
か

 
 

 
 

㋑
 
法
令
遵
守
規
則
は
、
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
を

適
正
に
遂
行
す
る
た
め
必
要
な
措
置
を
定
め
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
●
●
㈱
法
令
遵
守
規
則
（
以
下
「
規
則
」
と
い

う
。）
を
制
定

 
 

 
 

㋺
 
法
令
遵
守
規
則
が
適
用
さ
れ
る
業
務
等
の
範
囲
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
１
条
第
２
項
に
記
載

 
 

②
 
最
高
責
任
者
は
、
法
令
遵
守
規
則
を
執
行
す
る
に
当
た
っ
て
最
も
適
当
な
者
で
あ

る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
３
条
に
記
載

 
貿
易
業
務
を
総
括
す
る
取
締
役

 
 

③
 
法
令
遵
守
の
た
め
に
必
要
な
体
制
（
担
当
部
門
、
責
任
者
）
が
明
記
さ
れ
て
い
る

か
。

 
 
㋑

 
特
例
輸
入
者
が
定
め
る
法
令
遵
守
規
則
に
あ
っ
て
は
、
規
則
第
１
条
の
２

第
１
号
イ
に
規
定
す
る
各
部
門
及
び
責
任
者
（
承
認
申
請
者
が
法
人
で
な
い

場
合
に
あ
っ
て
は
、
規
則
第
１
条
の
２
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
者
で
あ
っ
て
、

そ
れ
ぞ
れ
該
当
す
る
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

 
 
㋺

 
特
定
輸
出
者
が
定
め
る
法
令
遵
守
規
則
に
あ
っ
て
は
、
規
則
第
９
条
第
１

号
イ
に
規
定
す
る
各
部
門
（
承
認
申
請
者
が
法
人
で
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、

規
則
第
９
条
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
者
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
該
当
す
る
者

を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

 
 
（
注
）

 規
則
第
１
条
の
２
第

1
号
イ
⑴
又
は
第
９
条
第

1
号
イ
⑴
に
規
定
す
る
部
門
（
以
下
「
総

括
管
理
部
門
」
と
い
う
。）
及
び
第
１
条
の
２
第

1
号
イ
⑸
又
は
第
９
条
第

1
号
イ
⑷
に
規
定
す

る
部
門
（
以
下
「
監
査
部
門
」
と
い
う
。）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
他
の
部
門
か
ら
独
立
し
て
い
る
こ
と

が
望
ま
し
い
。
こ
れ
ら
の
部
門
以
外
の
部
門
に
つ
い
て
は
、
申
請
者
の
実
情
に
応
じ
、
一
の
部
門

が
他
の
部
門
の
業
務
を
兼
務
し
て
も
差
し
支
え
な
い
も
の
と
す
る
が
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、

そ
の
旨
が
法
令
遵
守
規
則
に
明
記
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

 規
則
第
４
条
第
１
項
に
基
づ
き
、
社
内
体
制
一

覧
表
を
作
成
し
記
載

 
 

 

④
 
各
部
門
に
つ
い
て
、
以
下
の
措
置
は
講
じ
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 

 
 

㋑
 
責
任
者
は
、
当
該
部
門
の
業
務
を
適
正
に
執
行
す
る
た
め
の
権
限
が
賦

与
さ
れ
、
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
す
る
必
要

な
知
識
及
び
経
験
を
有
し
て
い
る
か
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

責
任
者
は
、
各
部
門
の
役
職
に
つ
い
て
お
り
、

業
務
執
行
の
権
限
を
有
し
て
い
る
。
ま
た
、
貿

易
関
連
部
門
に
長
く
従
事
し
て
い
る
。

 

 

㋺
 
従
業
者
の
業
務
、
権
限
及
び
責
任
の
範
囲
は
明
確
に
さ
れ
そ
の
業
務
の

種
類
及
び
量
に
照
ら
し
て
、
適
正
な
数
の
従
業
員
が
配
置
さ
れ
て
い
る
か
。

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
業
務
手
順
書
及
び
社
内
体
制
一
覧
表
に
記
載

 
 

 
 

㋩
 
各
部
門
間
等
の
情
報
の
伝
達
及
び
共
有
化
が
適
正
に
行
え
る
体
制
が
整

備
さ
れ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
各
業
務
手
順
書
に
お
い
て
明
記

 
 

⑤
 
輸
出
入
に
係
る
業
務
の
全
部
又
は
一
部
を
関
連
会
社
等
に
委
託
す
る
場
合
に
は
、

当
該
関
連
会
社
の
委
託
の
適
否
が
適
正
に
判
断
さ
れ
、
適
正
な
選
定
が
な
さ
れ
て

い
る
か
。

 
 
（
注
）
税
関
又
は
関
係
す
る
監
督
官
庁
に
よ
り
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
認
定
等
を
受
け
た

事
業
者
へ
の
委
託
が
望
ま
し
い
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

16
条
第
１
項
に
則
っ
て
各
部
門
に
お

い
て
選
定
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２
 
各
部
門
の
業
務
内
容
等
に
関
す
る
事
項

 
⑴

 
総
括
管
理
部
門

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
総
括
管
理
部
門
は
、
法
令
遵
守
の
観
点
か
ら
、
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸

出
関
連
業
務
を
総
合
的
に
管
理
で
き
る
立
場
に
あ
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第
５
条
に
記
載

 
社
内
体
制
一
覧
表
に
記
載

 
 

②
 
総
括
管
理
部
門
は
、
法
令
遵
守
規
則
の
適
正
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
、

次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
っ
て
い
る
か
。

 
（
注
）
承
認
申
請
者
に
お
い
て
法
令
遵
守
規
則
の
適
正
な
実
施
が
確
保
さ
れ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
こ
れ
ら
の
業
務
の
全
て
が
網
羅
さ
れ
て
い
な
く
て
も
差
し
支
え
な
い
。

 

 
 

 

㋑
 
社
内
体
制
及
び
法
令
遵
守
規
則
の
整
備
（
必
要
な
場
合
の
見
直
し
及
び

改
善
を
含
む
。）

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
５
条
第
１
号
に
基
づ
き
、
業
務
手
順
書

等
を
作
成

 
 

㋺
 
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
す
る
各
部
門
に
対

す
る
指
示
、
連
絡
及
び
調
整

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
５
条
第
２
号
及
び
業
務
手
順
書
に
規

定
 

 

㋩
 
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
す
る
各
部
門
又
は

顧
客
等
か
ら
の
相
談
の
受
付
及
び
回
答

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
５
条
第
２
号
及
び
業
務
手
順
書
に
規

定
 

 

㋥
 
法
令
遵
守
状
況
の
監
査
の
支
援

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
８
条
に
基
づ
き
法
令
監
査
部
門
が
実

施
 

 

㋭
 
危
機
管
理
体
制
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
５
条
第
３
号
及
び
業
務
手
順
書
に
規

定
 

 

㋬
 
社
内
教
育
及
び
訓
練
の
計
画
及
び
実
施

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
５
条
第
４
号
及
び
研
修
要
領
に
よ
り

規
定

 
 

㋣
 
業
務
を
委
託
す
る
関
連
会
社
等
の
信
頼
度
の
調
査
及
び
委
託
の
適
否
の

判
断

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
５
条
第
５
号
及
び
第

16
条
第
１
項
に

規
定

 
 

 
 

㋠
 
関
連
会
社
等
へ
の
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関

す
る
指
導
及
び
監
督

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第
５
条
第
５
号
及
び
第

16
条
第
４
号
に

規
定
し
、
業
務
手
順
書
及
び
契
約
書
に
具
体
的

に
記
載
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⑵
 
事
業
部
門

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
総
括
管
理
部
門
及
び
監
査
部
門
以
外
の
部
門
（
規
則
第
１
条
の
２
第
１
号
イ
⑵
か

ら
⑷
ま
で
又
は
第
９
条
第
１
号
イ
⑵
及
び
⑶
に
規
定
す
る
部
門
。
以
下
「
事
業
部

門
」
と
い
う
。）
に
は
、
担
当
す
る
業
務
毎
に
、
そ
の
知
識
及
び
経
験
に
照
ら
し
て

相
応
し
い
従
業
員
が
配
置
さ
れ
て
い
る
か
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第
９
条
に
則
り
適
正
な
責
任
者
を
配
置

 
 

②
 
各
事
業
部
門
は
、
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
を
適
正
に
遂
行

す
る
た
め
に
必
要
な
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
か
。

 
（
注
）
承
認
申
請
者
に
お
い
て
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
の
適
正
な
実
施
が
確
保

さ
れ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
措
置
の
全
て
が
講
じ
ら
れ
て
い
な
く
て
も
差
し
支

え
な
い
。

 

 

 
 

㋑
 
当
該
事
業
部
門
に
お
け
る
業
務
処
理
体
制
の
構
築
及
び
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第
４
条
及
び
第
６
条
第
１
項
に
則
り
、
総

括
管
理
部
門
が
業
務
手
順
書
を
作
成
し
記
載

 
 

㋺
 
当
該
事
業
部
門
に
お
け
る
業
務
手
順
書
等
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

各
事
業
部
門
向
け
の
業
務
手
順
書
を
作
成

 
 

㋩
 
当
該
事
業
部
門
内
に
お
け
る
指
示
、
報
告
等
に
関
す
る
連
絡
系
統
の
整

備
 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

業
務
手
順
書
、
社
内
体
制
一
覧
表
及
び
電
話
連

絡
網
を
作
成
し
記
載

 
 

㋥
 
当
該
事
業
部
門
と
税
関
そ
の
他
の
関
係
省
庁
と
の
連
絡
窓
口
の
確
定

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

17
条
に
基
づ
き
責
任
者
を
定
め
、
社

内
の
体
制
は
、
業
務
手
順
書
を
作
成
し
記
載

 
 

㋭
 
当
該
事
業
部
門
の
業
務
に
関
す
る
法
令
審
査
体
制
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

業
務
手
順
書
を
作
成
し
手
続
を
規
定

 
規
則
第
６
条
第
３
項
及
び
第
８
条
第
２
号
に

則
り
審
査
を
実
施

 

 

㋬
 
従
業
員
に
対
す
る
法
令
遵
守
の
認
識
及
び
法
令
遵
守
規
則
の
理
解
の
徹

底
 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

10
条
に
従
業
員
の
責
務
を
定
め
る
と

と
も
に
、
第

20
条
に
則
っ
た
研
修
要
領
を
作

成
し
各
種
研
修
を
実
施

 

 

㋣
 
監
査
部
門
に
よ
る
監
査
結
果
に
基
づ
く
改
善
勧
告
を
業
務
手
順
等
に
適

正
に
反
映
さ
せ
る
た
め
の
体
制
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第
５
条
第
６
号
に
則
り
、
総
括
管
理
部
門

が
実
施

 
 

 
 

㋠
 
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
す
る
税
関
手
続
等

が
、
法
及
び
他
の
法
令
の
規
定
に
適
合
し
た
も
の
で
あ
る
か
否
か
を
審
査

す
る
手
順
及
び
体
制
の
整
備
（
法
令
審
査
担
当
部
門
の
設
置
等
）

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

業
務
手
順
書
を
作
成
し
手
続
を
規
定

 
規
則
第
６
条
第
３
項
及
び
第
８
条
第
２
号
に

則
り
審
査
を
実
施
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３
 
税
関
手
続
の
履
行
に
関
す
る
事
項

 
⑴

 
基
本
的
項
目

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
特
例
申
告
貨
物
に
関
す
る
リ
ス
ト
又
は
こ
れ
に
代

わ
る
書
類
（
以
下
「
輸
入
リ
ス
ト
等
」
と
い
う
。）
又
は
特
定
輸
出
貨
物
に
関
す
る

リ
ス
ト
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
類
（
以
下
「
輸
出
リ
ス
ト
等
」
と
い
う
。）
を
作
成

し
、
適
切
に
保
存
さ
れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
品
名
、
記
号
及
び
番
号

 
 
㋺

 
該
当
す
る
他
法
令
の
名
称
及
び
そ
の
内
容

 
 
㋩

 
特
例
申
告
貨
物
に
あ
っ
て
は
、
関
税
定
率
法
別
表
の
項
又
は
号
の
番
号
及

び
税
率
並
び
に
仕
出
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
居
所

 
 
㋥

 
特
定
輸
出
貨
物
に
あ
っ
て
は
、
輸
出
統
計
品
目
表
の
番
号
及
び
仕
向
人
の

氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
居
所

 
 
㋭

 
そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

11
条
に
則
り
、
輸
出
入
リ
ス
ト
を

作
成
し
管
理

 

 

②
 
総
括
管
理
部
門
は
、
輸
入
リ
ス
ト
等
又
は
輸
出
リ
ス
ト
等
（
以
下
「
輸
出
入
リ
ス

ト
等
」
と
い
う
。）
を
共
有
す
る
体
制
と
な
っ
て
お
り
、
税
関
か
ら
の
要
請
が
あ
っ

た
場
合
に
お
い
て
、
速
や
か
に
提
出
可
能
と
な
っ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

11
条
第
１
項
に
基
づ
き
業
務

 
手
順
書
に
お
い
て
規
定

 
 

③
 
次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
法
令
等
の
改
正
が
あ
っ
た
場
合
の
輸
出
入
リ
ス
ト
等
の
改
定
及
び
チ
ェ
ッ

ク
 

 
㋺

 
輸
出
入
リ
ス
ト
等
に
掲
載
さ
れ
て
い
な
い
貨
物
に
つ
い
て
特
例
申
告
（
当

該
貨
物
に
係
る
輸
入
申
告
を
含
む
。）
又
は
特
定
輸
出
申
告
を
行
う
こ
と
と
な

っ
た
場
合
の
速
や
か
な
輸
出
入
リ
ス
ト
等
へ
の
追
加

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

11
条
第
２
項
に
基
づ
き
業
務
手
順

書
に
お
い
て
規
定
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⑵
 
特
例
申
告
貨
物
に
関
す
る
税
関
手
続

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
特
例
申
告
貨
物
に
係
る
輸
入
申
告
（
以
下
単
に
「
輸
入
申
告
」
と
い
う
。）
に
関
し
、

次
に
掲
げ
る
事
項
を
確
保
す
る
た
め
の
手
順
及
び
体
制
は
整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
㋑

 
仕
入
書
等
の
関
係
書
類
及
び
輸
入
リ
ス
ト
等
に
基
づ
く
適
正
な
輸
入
申
告

の
履
行

 
 
㋺

 
審
査
又
は
検
査
が
必
要
と
さ
れ
た
場
合
の
関
係
書
類
の
提
出
及
び
検
査
へ

の
対
応
の
準
備

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

12
条
に
則
り
、
詳
細
を
業
務
手
順
書

に
規
定

 

 

②
 
通
関
業
者
に
輸
入
申
告
を
依
頼
す
る
場
合
、
通
関
依
頼
書
、
仕
入
書
等
の
関
係
書

類
が
適
正
に
当
該
通
関
業
者
に
提
出
さ
れ
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る

か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

12
条
第
２
項
に
則
り
詳
細
を
業
務

手
順
書
に
お
い
て
規
定

 
通
関
業
者
に
つ
い
て
は
、
規
則
第

16
条
に
基

づ
き
選
定
し
、
委
任
関
係
は
同
条
第
２
項
及

び
第
３
項
の
内
容
の
詳
細
を
契
約
書
に
記
載

 

③
 
特
例
申
告
に
関
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
が
確
保
さ
れ
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら

れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
法
第
７
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
期
限
ま
で
に
適
正
に
特
例
申
告
が
さ

れ
る
こ
と

 
 
㋺

 
輸
入
許
可
書
及
び
輸
入
リ
ス
ト
等
に
基
づ
き
適
正
に
特
例
申
告
が
さ
れ
る

こ
と

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

●
●
通
関
業
者
に
手
続
を
委
任

 
委
任
関
係
に
つ
い
て
は
、
契
約
書
に
記
載

 
 

④
 
法
第
７
条
の
８
第
１
項
に
規
定
す
る
担
保
に
つ
い
て
、
以
下
の
措
置
が
講
じ
ら
れ

て
い
る
か
。

 
 

 
 

㋑
 
提
供
さ
れ
る
担
保
が
同
項
に
規
定
す
る
担
保
の
額
に
不
足
す
る
こ
と

が
な
い
よ
う
に
管
理
す
る
体
制
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
７
条
に
定
め
る
事
務
管
理
部
門
に
お

い
て
、
規
則
第

14
条
に
定
め
る
事
務
を
遂
行

 
 

 

㋺
 
法
第
７
条
の
８
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
く
増
担
保
命
令
に
即
座
に
対

応
す
る
た
め
の
手
順
及
び
体
制
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上
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⑶

 
特
定
輸
出
貨
物
に
関
す
る
税
関
手
続

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
特
定
輸
出
申
告
は
、
仕
入
書
等
の
関
係
書
類
及
び
輸
出
リ
ス
ト
等
に
基
づ
き
、
適

正
に
行
わ
れ
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第

12
条
第

1
項
に
則
り
詳
細
を
業
務
手

順
書
に
規
定

 
 

②
 
通
関
業
者
に
特
定
輸
出
申
告
を
依
頼
す
る
場
合
、
通
関
依
頼
書
、
仕
入
書
等
の
関

係
書
類
が
適
正
に
当
該
通
関
業
者
に
提
出
さ
れ
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て

い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

12
条
第
２
項
に
則
り
詳
細
を
業
務

手
順
書
に
お
い
て
規
定

 
通
関
業
者
に
つ
い
て
は
、
規
則
第

16
条
に
基

づ
き
選
定
し
、
委
任
関
係
は
同
条
第
２
項
及

び
第
３
項
の
内
容
の
詳
細
を
契
約
書
に
記
載

 

③
 
審
査
又
は
検
査
が
必
要
と
さ
れ
た
場
合
、
関
係
書
類
の
提
出
及
び
検
査
へ
の
対
応

の
準
備
等
が
適
正
に
行
わ
れ
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第

12
条
第
３
項
に
則
り
、
詳
細
を
業
務

手
順
書
に
規
定

 
 

 ４
 
貨
物
管
理
の
履
行
に
関
す
る
事
項

 

No
 

審
 

 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 

①
 

 
承
認
申
請
者
が
所
有
又
は
管
理
す
る
貨
物
の
保
管
施
設
等
（
以
下
「
保
管
施
設
等
」

と
い
う
。）
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
が
確
保
さ
れ
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え

ら
れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
特
例
申
告
貨
物
又
は
特
定
輸
出
貨
物
（
以
下
「
管
理
対
象
貨
物
」
と
い
う
。）

の
在
庫
状
況
の
適
時
適
切
な
把
握

 
 
㋺

 
保
管
施
設
等
か
ら
の
管
理
対
象
貨
物
の
入
出
庫
状
況
の
適
正
な
管
理

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

13
条
第
２
項
に
則
り
、
詳
細
を
業

務
手
順
書
で
規
定

 

 

②
 
移
動
中
の
管
理
対
象
貨
物
に
つ
い
て
、
運
送
経
路
、
運
送
方
法
、
貨
物
の
現
在
地

及
び
現
状
を
適
正
に
把
握
で
き
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上

 
 

③
 
管
理
対
象
貨
物
が
次
に
掲
げ
る
状
況
に
あ
る
場
合
に
、
当
該
状
況
等
の
確
認
が
適

時
適
切
に
行
い
得
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
特
例
申
告
貨
物
に
係
る
外
国
貿
易
船
又
は
外
国
貿
易
機
（
以
下
「
外
国
貿

易
船
等
」
と
い
う
。）
か
ら
の
陸
揚
げ
の
状
況
、
港
湾
施
設
又
は
空
港
施
設
そ

の
他
の
保
税
地
域
等
（
以
下
「
港
湾
施
設
等
」
と
い
う
。）
へ
の
搬
入
又
は
搬

出
の
状
況
及
び
当
該
港
湾
施
設
等
か
ら
保
管
施
設
等
へ
の
移
動
の
状
況
。

 
 
㋺

 
特
定
輸
出
貨
物
に
係
る
保
管
施
設
等
か
ら
港
湾
施
設
等
へ
の
移
動
の
状

況
、
港
湾
施
設
等
へ
の
搬
入
又
は
搬
出
の
状
況
及
び
外
国
貿
易
船
等
へ
の
積

込
み
の
状
況
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

同
上
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④
 
管
理
対
象
貨
物
の
蔵
置
場
所
に
お
い
て
、
以
下
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 

規
則
第

16
条
に
則
っ
て
選
定
し
た
○
○
倉

庫
に
委
託

 
 

㋑
 
適
切
な
保
管
（
亡
失
、
盗
難
等
の
防
止
）
を
図
る
た
め
の
人
若
し
く
は

車
両
の
出
入
り
又
は
貨
物
の
搬
出
入
の
確
認

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

○
○
倉
庫
の
管
理
状
況
を
審
査
し
、
規
則
第

13
条
第
３
項
に
基
づ
く
業
務
手
順
書
の
遵

守
を
契
約
書
に
明
記

 

 

㋺
 
上
記
㋑
の
確
認
内
容
の
記
録
及
び
一
定
期
間
の
保
存

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上

 
 

㋩
 
施
錠
、
障
壁
、
フ
ェ
ン
ス
、
照
明
等
の
十
分
な
整
備
並
び
に
警
備
員
の

配
置
（
カ
メ
ラ
に
よ
る
撮
影
を
含
む
。）
及
び
定
期
的
な
巡
回
警
備
の
実
施

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上

 
 

㋥
 
管
理
対
象
貨
物
と
そ
の
他
の
貨
物
の
区
分

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上

 
 

 
 

㋭
 
保
管
中
の
貨
物
に
異
常
が
あ
っ
た
場
合
の
管
理
統
括
部
門
へ
の
報
告
な

ど
必
要
な
措
置

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第

13
条
第
４
項
に
則
っ
て
、
詳
細
を

業
務
手
順
書
等
で
規
定

 
 

⑤
 
管
理
対
象
貨
物
の
管
理
を
通
関
業
者
、
運
送
業
者
又
は
倉
庫
業
者
等
の
関
連
業
者

に
委
託
す
る
場
合
に
は
、
当
該
関
連
業
者
の
貨
物
管
理
に
関
す
る
体
制
を
確
認
し

て
い
る
か
。

 
（
注
）
倉
庫
業
者
に
お
い
て
は
、
特
定
許
可
者
で
あ
る
こ
と
。
フ
ォ
ワ
ー
ダ
ー
等
に
お
い
て
は
、
国
土

交
通
省
に
よ
り
特
定
フ
ォ
ワ
ー
ダ
ー
と
認
め
ら
れ
て
い
る
な
ど
が
望
ま
し
い
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

倉
庫
業
者
に
つ
い
て
は
、
規
則
第

16
条
に

則
っ
て
選
定
し
た
○
○
倉
庫
に
委
託

 
運
送
業
者
に
つ
い
て
は
、
規
則
第

16
条
に

則
っ
て
選
定
し
た
△
△
運
輸
に
委
託
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５
 
監
査
体
制

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
法
令
遵
守
規
則
の
適
正
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
の
監
査
体
制
は
整
備
さ
れ
、
適

正
な
監
査
を
行
う
た
め
に
必
要
な
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
か
。

 
（
注
）
承
認
申
請
者
に
お
い
て
適
正
な
監
査
の
遂
行
が
確
保
さ
れ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
こ
れ

ら
の
措
置
の
全
て
が
講
じ
ら
れ
て
い
な
く
て
も
差
し
支
え
な
い
。

 

 

規
則
第
８
条
第
１
号
に
則
っ
た
業
務
手
順

書
に
お
い
て
詳
細
を
規
定
し
実
施

 
 

㋑
 
適
格
な
監
査
人
の
選
定

 
 □
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 ■
Ｎ
Ｏ

 
社
外
の
監
査
人
で
は
な
く
、
法
令
監
査
部
門

に
よ
り
監
査
を
実
施

 
 

㋺
 
監
査
対
象
部
署
の
適
正
な
選
定
と
明
確
化

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
 

 

㋩
 
監
査
事
項
の
適
正
な
設
定
と
明
確
化

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
 

 

㋥
 
監
査
時
期
の
適
正
な
設
定
と
明
確
化

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
 

 

 
 

㋭
 
監
査
方
法
の
高
度
化
に
向
け
た
随
時
の
見
直
し
体
制

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
 

 

②
 
監
査
結
果
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
体
制
は
整
備
さ
れ
て
い
る
か
。

 
 

 
 

㋑
 
最
高
責
任
者
及
び
総
括
管
理
部
門
へ
の
報
告
体
制

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
８
条
第
４
号
に
規
定

 
 

 
 

㋺
 
監
査
の
対
象
と
な
っ
た
事
業
部
門
に
必
要
な
改
善
措
置
が
速
や
か
に
勧

告
さ
れ
、
そ
れ
が
確
実
に
履
行
さ
れ
る
体
制

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第
５
条
第
６
号
に
基
づ
き
総
括
管
理

部
門
が
実
施
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６
 
他
法
令
の
遵
守
規
則
に
関
す
る
事
項

 

No
 

審
 

 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
他
法
令
の
遵
守
規
則
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
、
そ
の
名
称
及
び
目
的
が
明
記

さ
れ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

外
為
法
を
は
じ
め
と
す
る
輸
出
関
連
法
規

の
遵
守
の
た
め
の
社
内
規
則
を
制
定
（
経
済

産
業
省
に
提
出
）

 

 

②
 
他
法
令
の
遵
守
規
則
に
関
し
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
手
順
及
び
体
制
が

整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
そ
の
内
容
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
、
そ
の
変
更
内
容
が
税
関
手

続
又
は
貨
物
若
し
く
は
貨
物
の
物
流
等
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
の
速
や

か
な
税
関
へ
の
報
告

 
 
㋺

 
他
法
令
の
遵
守
規
則
に
関
し
て
事
故
又
は
違
法
行
為
等
が
あ
っ
た
場
合
で

あ
っ
て
、
当
該
事
故
又
は
違
法
行
為
等
が
税
関
手
続
又
は
貨
物
若
し
く
は
貨

物
の
物
流
等
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
の
速
や
か
な
税
関
へ
の
報
告

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

15
条
及
び
第

18
条
に
基
づ
き
、
詳

細
を
業
務
手
順
書
に
規
定

 
 

 ７
 
関
連
会
社
等
の
指
導
等
に
関
す
る
事
項

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
承
認
申
請
者
の
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
し
て
業
務
上

関
連
を
有
す
る
子
会
社
若
し
く
は
関
連
会
社
（
例
え
ば
、
特
例
申
告
貨
物
又
は
特

定
輸
出
貨
物
の
保
管
・
管
理
を
委
託
し
て
い
る
会
社
等
。）
又
は
こ
れ
ら
の
業
務
の

全
部
又
は
一
部
を
委
託
し
て
い
る
通
関
業
者
、
運
送
業
者
又
は
倉
庫
業
者
等
（
以

下
「
関
連
会
社
等
」
と
い
う
。）
は
、
承
認
申
請
者
と
連
携
し
て
こ
れ
ら
の
業
務
を

適
正
に
遂
行
す
る
責
務
を
有
す
る
こ
と
が
当
該
関
連
会
社
等
と
の
契
約
書
等
に
お

い
て
明
記
さ
れ
て
い
る
か
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

16
条
に
規
定

 
契
約
書
に
適
正
な
業
務
遂
行
条
項
を
記
載

 
 

②
 
承
認
申
請
に
当
た
り
求
め
ら
れ
る
税
関
手
続
及
び
貨
物
管
理
の
履
行
に
関
す
る
事

項
の
遵
守
が
関
連
会
社
等
に
お
い
て
確
保
さ
れ
る
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か
。

 
 
（
注
）
契
約
書
等
に
お
い
て
明
記
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

16
条
に
規
定

 
○
○
倉
庫
、
△
△
運
輸
及
び
●
●
通
関
業
者

に
お
け
る
法
令
遵
守
規
則
の
制
定
を
確
認

す
る
と
と
も
に
、
契
約
書
に
明
記

 

 

③
 
関
連
会
社
等
に
関
す
る
情
報
を
十
分
に
把
握
し
、
適
正
な
業
務
の
遂
行
を
確
保
す

る
た
め
の
連
絡
、
指
導
及
び
管
理
の
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

16
条
第
４
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

総
括
管
理
部
門
が
○
○
倉
庫
、
△
△
運
輸
及

び
●
●
通
関
業
者
に
お
け
る
業
務
手
順
書

を
確
認
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８
 
税
関
と
の
連
絡
体
制
に
関
す
る
事
項

 
No

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
税
関
と
の
連
絡
を
担
当
す
る
者
（
又
は
部
署
）
は
確
立
さ
れ
て
い
る
か
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

17
条
及
び
第

18
条
に
基
づ
き
、
詳

細
を
業
務
手
順
書
等
で
規
定

 
 

②
 
次
に
掲
げ
る
場
合
に
、
直
ち
に
税
関
へ
連
絡
す
る
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら
れ
て

い
る
か
。

 
 
㋑

 
令
第
４
条
の
５
第
５
項
又
は
第

59
条
の
７
第
５
項
の
規
定
に
基
づ
く
届
出

を
行
う
必
要
が
生
じ
た
場
合
。

 
 
㋺

 
特
例
申
告
貨
物
又
は
特
定
輸
出
貨
物
に
係
る
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合
。

 
 
㋩

 
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
し
て
、
違
法
行
為
等

不
適
正
な
処
理
が
行
わ
れ
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
。

 
 
㋥

 
税
関
か
ら
あ
っ
た
連
絡
又
は
照
会
等
に
つ
い
て
、
そ
の
内
容
を
直
ち
に
担

当
す
る
部
門
等
に
伝
達
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

17
条
及
び
第

18
条
に
基
づ
き
、
詳

細
を
業
務
手
順
書
等
で
規
定

 
 

 ９
 
報
告
及
び
危
機
管
理
に
関
す
る
事
項

 

No
 

審
 

 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
①

 
社
内
に
お
け
る
連
絡
体
制
は
、
例
え
ば
、
以
下
の
手
順
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
よ
う

に
整
備
さ
れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
各
部
門
の
担
当
部
署
か
ら
当
該
部
門
の
責
任
者
へ
の
報
告
。

 
 
㋺

 
当
該
責
任
者
か
ら
総
括
管
理
部
門
へ
の
報
告
。

 
 
㋩

 
総
括
管
理
部
門
か
ら
最
高
責
任
者
へ
の
報
告
。

 
 
㋥

 
各
部
門
の
責
任
者
か
ら
他
の
部
門
の
責
任
者
へ
の
報
告
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

17
条
に
規
定

 
業
務
手
順
書
及
び
電
話
連
絡
網
を
作
成
し
記

載
 

 

②
 
次
に
掲
げ
る
事
態
が
生
じ
た
場
合
に
、
直
ち
に
上
記
①
に
よ
り
報
告
さ
れ
る
と
と

も
に
、
原
因
を
究
明
し
、
再
発
防
止
策
を
講
じ
る
な
ど
の
手
順
及
び
体
制
が
整
え

ら
れ
て
い
る
か
。

 
 
㋑

 
特
例
申
告
貨
物
又
は
特
定
輸
出
貨
物
に
係
る
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合
。

 
㋺

 
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
し
て
、
違
法
行
為
等

不
適
正
な
処
理
が
行
わ
れ
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

17
条
に
規
定

 
業
務
手
順
書
及
び
電
話
連
絡
網
を
作
成
し
記

載
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10
 
帳
簿
書
類
の
作
成
及
び
保
管
等
に
関
す
る
事
項

 

No
 

審
 

 
査

 
 
事

 
 
項

 
自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 

①
 
帳
簿
書
類
の
作
成
及
び
保
管
に
関
し
、
次
に
掲
げ
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 

 
㋑

 
帳
簿
書
類
の
記
載
を
担
当
す
る
部
署
及
び
責
任
者
、
そ
の
保
管
を
担
当

す
る
部
署
及
び
責
任
者
並
び
に
保
管
場
所
の
明
確
化

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
規
則
第

19
条
に
基
づ
き
、
詳
細
を
業
務
手

順
書
で
規
定

 
 

㋺
 
帳
簿
書
類
へ
の
適
正
な
記
載
及
び
保
管
の
た
め
の
手
順
及
び
体
制
の
整

備
 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上

 
 

 
 

㋩
 
税
関
か
ら
の
閲
覧
等
の
要
請
に
速
や
か
に
対
応
す
る
た
め
の
手
順
及
び

体
制
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

検
索
機
能
の
あ
る
閲
覧
可
能
な
Ｉ
Ｔ
シ
ス

テ
ム
を
構
築
し
て
い
る

 
 

②
 
帳
簿
書
類
の
作
成
及
び
保
管
が
電
磁
的
に
行
わ
れ
る
場
合
に
、
以
下
の
措
置
が
適

切
に
講
じ
ら
れ
て
い
る
か
。

 
 

 
 

㋑
 
帳
簿
書
類
の
作
成
及
び
保
管
に
係
る
電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
（
以
下
「
シ

ス
テ
ム
」
と
い
う
。）
の
概
要
、
操
作
説
明
書
等
に
関
す
る
書
類
が
備
え
付

け
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

19
条
に
基
づ
き
、
詳
細
を
業
務
手

順
書
で
規
定

 
 

㋺
 
シ
ス
テ
ム
の
管
理
及
び
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
修
正
等
に
関
す
る
担
当
者
及
び

責
任
者
が
特
定
さ
れ
な
ど
、
そ
の
管
理
体
制
が
整
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上

 
 

 
 

㋩
 
税
関
か
ら
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
直
ち
に
見
読
可
能
な
状
態
で
シ

ス
テ
ム
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
を
呈
示
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

検
索
機
能
の
あ
る
閲
覧
可
能
な
Ｉ
Ｔ
シ
ス

テ
ム
を
構
築
し
て
い
る

 
 

 11
 
財
務
状
況
に
関
す
る
事
項

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項
 

自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
財
務
状
況
に
関
し
、
次
に
掲
げ
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
か
。
 

 
 

 
㋑

 
会
計
帳
簿
及
び
財
務
書
類
の
作
成
及
び
保
管
等
を
担
当
す
る
部
署
及
び
責
任

者
の
明
確
化

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

会
社
法
、
金
融
商
品
取
引
法
及
び
□
□
証
券

取
引
所
規
則
に
則
っ
て
整
備

 

 
 

㋺
 
会
計
監
査
に
関
す
る
体
制
の
整
備

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
同
上

 
 

 
㋩

 
関
税
又
は
国
税
に
関
す
る
納
税
義
務
の
履
行
に
支
障
を
及
ぼ
す
よ
う
な
状
況

が
発
生
し
た
場
合
に
、
そ
の
発
生
の
状
況
等
を
税
関
へ
連
絡
す
る
た
め
の
手
順

及
び
体
制
の
整
備

 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

規
則
第

18
条
に
則
っ
て
、
詳
細
を
業
務
手

順
書
等
で
規
定
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 12
 
教
育
及
び
研
修
に
関
す
る
事
項

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項
 

自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
特
例
輸
入
関
連
業
務
又
は
特
定
輸
出
関
連
業
務
に
関
す
る
教
育
及
び
研
修
に
関
し
、
次
に

掲
げ
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
か
。
 

 
規
則
第

20
条
の
各
項
の
内
容
を
総
括
管
理

部
門
が
実
施

 

 

㋑
 
教
育
及
び
研
修
を
企
画
し
、
定
期
的
か
つ
継
続
的
に
こ
れ
を
実
施
す
る
体
制

の
整
備

 
 

 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

 
 

 

㋺
 
教
育
及
び
研
修
の
企
画
及
び
実
施
を
担
当
す
る
部
門
又
は
部
署
及
び
責
任
者

の
明
確
化

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 
 

 

 
㋩

 
管
理
者
及
び
従
業
員
に
対
し
て
、
法
令
遵
守
規
則
及
び
税
関
手
続
に
関
す
る

理
解
を
深
め
さ
せ
る
と
と
も
に
、
専
門
的
知
識
を
習
得
す
る
た
め
に
十
分
な
内

容
及
び
時
間
の
設
定

 
 ■
Ｙ
Ｅ
Ｓ

 
 □
Ｎ
Ｏ

 

 
 

 13
 
懲
罰
に
関
す
る
事
項

 
審

 
 
査

 
 
事

 
 
項
 

自
己
評
価
及
び
実
施
内
容
（
実
施
状
況
）
等

 
税
関
審
査
欄

 
従
業
員
等
に
つ
い
て
法
令
遵
守
規
則
又
は
法
令
に
違
反
す
る
行
為
が
あ
っ
た
場
合
の
懲

罰
に
関
す
る
規
則
が
整
備
さ
れ
、
厳
正
に
執
行
さ
れ
る
た
め
の
手
順
及
び
体
制
が
整
え
ら

れ
て
い
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法令遵守規則（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の例（参考）  ※下線部は、特例輸入者のみ 

 

【注】この例はあくまでも参考であり、法令遵守規則に定めるべき事項が記載されたものであれば、形式等は問いません。 

 

貿易関連業務に係る法令遵守規則 

 

第１章 総則 

 （目的及び適用範囲） 

第１条 ●●社法令遵守規則（以下「本規則」という。）は、●●社（以下「当社」という。）が行

う貿易に関連する業務（以下「貿易関連業務」1という。）について、法令を遵守し、業務を適正

に遂行することを目的として定める。 

２ 本規則は、当社が行う輸出入手続、貨物管理その他の貿易関連業務に適用する。 

 

第２章 基本方針 

 （基本方針） 

第２条 貿易関連業務を適正に行うため、以下を当社の基本方針とする。 

一 貿易関連業務の遂行に際しては、法令を遵守し、違法行為は行わない。 

二 法令遵守のため必要な社内体制の整備を図る。 

三 本規則及び別途策定する業務手順書の定めるところにより、適正に業務を行う。 

 

第３章 組織 

 （最高責任者） 

第３条 適正な貿易関連業務の遂行のため、代表取締役又はこれに準ずる者2を最高責任者とする。 

２ 最高責任者は、第２条に規定する基本方針の適正な実施のため、第４条各項に定める社内体制

を整備するとともに、適正な運営がなされるよう有効な施策を講じる。 

 

 （社内体制の整備） 

第４条 貿易関連業務の遂行に際しての責任体制を明らかにするため、各部門における業務内容、

従業者の権限及び責任の範囲を明確に定める。 

２ 各部門間、本支店間及び各従業者間等における情報の伝達及び共有化が確実に行われるよう連

絡体制を整備する。また、各部門等における税関その他の関係官庁への連絡体制を整える。 

３ 貿易関連業務に係る知識及び経験に応じて、従業員の適切な配置を行う。 

４ 会計帳簿及び財務書類の作成、保管及び会計監査を行う部門を定め、その責任の範囲を明確に

定める。 

  

 （総括管理部門） 

第５条 最高責任者は、法令遵守の観点から、貿易関連業務を総合的に管理する部門（以下「総括

管理部門」という。）を設置し、次の業務を行わせることとする。 

一 社内体制の整備、本規則並びに業務手順書の策定及び改訂 

二 各部門への指示、連絡及び調整 

三 危機管理体制の整備 

四 社内教育及び訓練の実施 

                         
1 「貿易関連業務」は、必要に応じ「特例申告関連業務」又は「特定輸出関連業務」とする。 
2 「これに準ずる者」とは、貿易関連業務を行う部門を統括する取締役のように、代表取締役から委任を受けるのに相応
の者とする。 
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法令遵守規則（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の例（参考）  ※下線部は、特例輸入者のみ 

 

五 貿易関連業務の委託先に対する信頼度の調査、指導及び監督 

六 法令監査部門からの勧告に対応する業務改善の措置 

 

 （事業部門） 

第６条 各事業部門においては、第４条各項の規定に従い体制を整備する。 

２ 各部門は、取引先との間で輸出入の注文等を行うに当たり、定められた業務手順書に従って関

係書類の作成等を行う。 

３ 各部門は、必要に応じて個別の貿易関連業務が関税関係法令や他の法令の規定に適合したもの

であるかについて、法令監査部門の審査を受けるものとする。 

 

 （事務管理部門） 

第７条 事務管理部門においては、定められた業務手順書に従って、輸出入貨物に関する各種書類

の対査確認、帳簿書類の保存、在庫や運送状況の管理等を行う。また、引取担保の提供、特例申

告の管理及び関税等の納付に関する事務を行い、適正な担保額の確保を行う。 

 

 （法令監査部門） 

第８条 法令監査部門は、貿易関連業務に関する法令遵守を実効あるものとするために、次の業務

を行う。 

一 業務手順書に則った定期的な監査の実施及び各部門における自己監査の支援 

二 個別の貿易関連業務が法令及び本規則に適合しているかの審査及び承認 

三 監査結果等に基づく法令遵守に係る業務の改善措置の勧告 

四 監査結果及び勧告の最高責任者及び統括管理部門への報告 

 

 （各部門における責任者） 

第９条 各部門における貿易関連業務を適正に遂行するため、部門ごとに責任者を設置する。 

２ 責任者は、貿易関連法令、本規則及び業務手順書を理解し、これを遵守するため、各部門にお

ける貿易関連業務に携わる従業者の指導、監督を行うとともに、業務手順書に基づき適正な指示

を行う。 

 

 （従業者の責務） 

第 10 条 従業者は、第２章に定める基本方針が企業活動の基本であることを理解し、本規則及び

業務手順書に基づき、貿易関連業務を適正に遂行する。 

 

第４章 基本的業務 

 （輸出入リストの作成・管理） 

第 11条 貿易関連業務を適正に行うため、当社が特例申告（or 特定輸出申告）を行う対象となる

輸出入貨物の品名、記号及び番号、輸出入に際して関係する法令、統計品目番号、適用税率、仕

出人（仕向人）等を記載したリスト（以下「貨物リスト」という。）を作成し、総括管理部門は

これを各事業部門と共有する。 

２ 貨物リストは、必要に応じて法令監査部門による審査及び改訂を行う。また、税関から提供を

求められた際には速やかに電子媒体により提出する。 

  

 （輸出入通関業務） 
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法令遵守規則（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の例（参考）  ※下線部は、特例輸入者のみ 

 

第12条 特例申告貨物（or 特定輸出貨物）の輸出入手続に際しては、当該貨物が貨物リストに掲

載されていることを確認し、貨物リストに記載された法令の規定に従い、輸出入申告等の手続を

行う。 

２ 通関業者に対して、通関依頼書、仕入書その他通関に必要な書類が適正に提供できるための手

順を整備する。 

３ 輸出入申告に係る貨物について税関による検査が行われることとなった場合は、速やかに関係

書類の提出、検査への対応等を行う。 

 

 （貨物管理） 

第 13条 貨物の出入荷を管理する部門は、特例申告貨物（or 特定輸出貨物）について、仕入書等

各種帳票との対査確認を行うとともに、必要に応じて貨物リストの確認を行った後、運送を担当

する部門（又は業務委託先）により運送が行われる体制を整備する。 

２ 事務管理部門は、貨物の保管施設における亡失防止等の措置、搬出入の管理に加え、移動中の

貨物の運送状況、現在地、外国貿易船（機）への積卸の状況を把握できる体制を整備する。 

３ 貨物の保管施設においては、安全管理のための十分な施設が整えられ、定められた業務手順書

に則って適正な保管のための管理がなされることを確保する。 

４ 特例申告貨物（or 特定輸出貨物）に異常が認められた場合には、速やかにその状況が総括管理

部門に報告される体制を整備する。 

 

 （担保及び納税の管理） 

第 14 条 事務管理部門は、特例申告貨物の輸入状況を管理し、必要な担保が確保されているかど

うかの確認を行い、税関から増担保提供命令があった場合には、速やかにこれに対応する。 

２ 特例申告及び納税が適正に行われているかを、必要に応じて確認する。 

 

第５章 他法令の法令遵守規則 

（他法令の法令遵守規則） 

第 15 条 総括管理部門は、他法令の法令遵守規則が別に定められている場合又は変更があった場

合には、税関に報告する。 

 

第６章 関連会社等の指導等 

 （関連会社等への委託及び指導） 

第 16 条 総括管理部門は、各部門が外部の事業者に貿易関連業務の一部を委託する場合には、委

託の適否について審査を行うとともに、選定に当たっては委託先の信頼性を十分に把握して各部

門に連絡する。 

２ 適正な貨物管理の遂行を図るため、委託先が行うべき業務の内容、責任の範囲、担当者及び責

任者を明確にする。 

３ 委託する業務に応じた法令遵守規則及び業務手順書を委託先に整備させ、これらが本規則及び

当社の業務手順書に整合的であることを確認する。 

４ 総括管理部門は、前２項が適正に運用されるよう、委託先に対する監督及び指導を行う。 

 

第７章 所管官庁との連絡体制 

 （所管官庁との関係） 

第 17 条 関係法令を所管する官庁からの質問、照会に対応する担当責任者をあらかじめ定める。
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法令遵守規則（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の例（参考）  ※下線部は、特例輸入者のみ 

 

また、立入調査及び業務改善措置の求め等に対しては、各部門が協働して積極的に協力し、的確

に対応する。 

 

第８章 報告及び危機管理 

 （報告及び危機管理） 

第 18 条 貿易関連業務についての事故、法令違反等又は財務状況により関税等の納税に支障を及

ぼす状況（以下「事故等」という。）が発生した際における報告及び連絡体制をあらかじめ整備

しておく。 

２ 事故等が発生した場合は、直ちに各部門の責任者に報告するとともに、各部門の責任者は、事

故等の程度に応じて、総括管理部門及び最高責任者に報告する。 

３ 総括管理部門は、前項により報告を受けた事故等の内容及び第８条の規定に基づき行われた監

査の結果を所管官庁に速やかに報告する。 

４ 最高責任者及び総括管理部門は、事故等が発生した原因の究明等を行い、その原因に応じて本

規則等の改善など、再発防止のための必要な措置をとる。 

 

第９章 帳簿書類等の保存 

 （帳簿及び書類の保存)  

第 19 条 関税法に基づき備付け及び保存が義務付けられている帳簿書類を作成する部門及び保管

を行う部門を明確にし、それぞれの責任者を定める。 

２ 保存された帳簿書類及びその修正の履歴は、税関からの照会があったときに速やかに利用可能

となるような状態に整理しておく。 

 

第 10章 教育及び研修 

 （教育及び研修） 

第 20 条 各部門は、貿易関連業務を適正に遂行するために必要な業務手順書、関係法令集、参考

資料等を整備し、従業者が使いやすい場所に整理及び保管するなど、適時に利用可能となるよう

な状態を維持する。 

２ 各部門の責任者は、従業者が常に高いコンプライアンス意識を維持し、貿易関連法令、本規則

等に定める事項を浸透させるため、必要な教育及び訓練を定期的かつ継続的に実施する。 

３ 法令監査部門は、各部門の責任者及び従業者の専門的知識の水準が十分かどうかを確認するた

め、定期監査等によって検証を行う。 

４ 貿易関連業務の一部を外部の事業者に委託している場合には、委託先及び従業員に対しても教

育及び研修を行う体制を整備する。 

  

第 11章 処分 

 （処分） 

第 21 条 法令及び本規則に違反した従業者は、別に定めるところにより、最高責任者が厳正に処

分する。 

 

第 12章 その他 

 （規則等の改訂） 

第 22 条 本規則及び業務手順書の改訂を行った場合には、改訂後の本規則及び業務手順書を速や

かに所管省庁に提出する。 
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特定輸出申告制度 

関税法（抄） 
 
 （輸出申告の特例）  
第六十七条の三 貨物を輸出しようとする者であらかじめいずれかの税関長の承認を受けた者（以
下「特定輸出者」という。）は、その輸出申告をする場合において、前条第一項の規定の適用を受

けないことを希望する旨の申出をすることができる。この場合においては、当該輸出申告につい

ては、同項の規定を適用しない。  
２ 前項の規定により前条第一項の規定を適用しない輸出申告（以下「特定輸出申告」という。）は、
その申告に係る貨物が置かれている場所又は当該貨物を外国貿易船等に積み込もうとする開港、

税関空港若しくは不開港の所在地を所轄する税関長に対してしなければならない。  
３ 第一項の規定は、第七十条第一項（証明又は確認）に規定する貨物のうち、政令で定める貨物
に係る輸出申告については、適用しない。  

４ 関税定率法第十一条（加工又は修繕のため輸出された貨物の減税）の規定その他政令で定める
規定は、特定輸出申告に係る貨物については、適用しない。  

５ 第一項の承認を受けようとする者は、同項の規定の適用を受けて輸出申告をしようとする貨物
の品名その他必要な事項を記載した申請書を税関長に提出しなければならない。  

６ 特定輸出申告の申告事項その他前各項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 
  
 （承認の要件）  
第六十七条の四 税関長は、前条第一項の承認をしようとするときは、次に掲げる基準に適合する
かどうかを審査しなければならない。  

 一 承認を受けようとする者が次のいずれにも該当しないこと。  
  イ この法律若しくは関税定率法その他関税に関する法律又はこれらの法律に基づく命令の規

定に違反して刑に処せられ、又は通告処分を受け、その刑の執行を終わり、若しくは執行を

受けることがなくなつた日又はその通告の旨を履行した日から三年を経過していない者で

あること。 
  ロ 第七十条第一項又は第二項（証明又は確認）に規定する他の法令の規定のうち、輸出に関

する規定に違反して刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

つた日から二年を経過していない者（イに規定する者を除く。）であること。 
  ハ イ及びロに規定する法令以外の法令の規定に違反して禁錮以上の刑に処せられ、その刑の

執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過していない者であるこ

と。 
  ニ その業務についてイからハまでに該当する者を役員とする法人であること、又はその者を

代理人、使用人その他の従業者として使用する者であること。 
  ホ 第六十七条の九第一号又は第二号ロ（承認の取消し）の規定により前条第一項の承認を取

り消された日から三年を経過していない者であること。 
 二 承認を受けようとする者が、特定輸出申告を電子情報処理組織を使用して行うことその他特

定輸出申告に係る貨物の輸出に関する業務（当該貨物を輸出のために外国貿易船等に積み込む

までの間の当該貨物の管理に関する業務を含む。次号において同じ。）を適正かつ確実に遂行

することができる能力を有していること。  
 三 承認を受けようとする者が、特定輸出申告に係る貨物の輸出に関する業務について、その者

（その者が法人である場合においては、その役員を含む。）又はその代理人、支配人その他の

従業者がこの法律その他の法令の規定を遵守するための事項として財務省令で定める事項を

規定した規則を定めていること。  
 
 

30



特定輸出申告制度 

関税法施行令（抄） 
 
 （輸出申告の特例を適用しない貨物の指定）  
第五十九条の五 法第六十七条の三第三項（輸出申告の特例）に規定する政令で定める貨物は、次
に掲げるものとする。  

 一 輸出貿易管理令（昭和二十四年政令第三百七十八号）別表第一の一の項の中欄に掲げる貨物
（次号に掲げるものを除く。）  

 二 輸出貿易管理令別表第四に掲げる国又は地域を仕向地として輸出される貨物であつて、外国
為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）第四十八条第一項（輸出の許可等）

に規定する許可又は同令第二条第一項（輸出の承認）に規定する承認を必要とするもの 
 
 （輸出申告の特例が適用される貨物に適用しない規定の指定）  
第五十九条の六 法第六十七条の三第四項（輸出申告の特例）に規定する政令で定める規定は、次
に掲げるものとする。  

 一 定率法第十七条（第一項第二号及び第三号を除く。）（再輸出免税）、第十八条（再輸出減税）、
第十九条（輸出貨物の製造用原料品の減税、免税又は戻し税等）、第十九条の二（課税原料品

等による製品を輸出した場合の免税又は戻し税等）、第十九条の三（輸入時と同一状態で輸出

される場合の戻し税）及び第二十条（第二項及び第五項を除く。）（違約品等の再輸出又は廃棄

の場合の戻し税等）  
 二 関税暫定措置法第八条（加工又は組立てのため輸出された貨物を原材料とした製品の減税）  
 三 輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律第十三条第一項第四号（定率法第十七条第

一項第二号及び第三号に係る部分を除く。）及び第三項第四号（免税等）、第十五条の二（加工

又は修繕のため輸出された課税物品に係る消費税の軽減）、第十五条の三（再輸出される課税

物品に係る消費税の軽減）、第十六条第三項から第六項まで（保税工場等において保税作業を

する場合等の内国消費税の特例）、第十六条の三（輸入時と同一状態で再輸出される場合の還

付）並びに第十七条（第二項及び第五項を除く。）（違約品等の再輸出又は廃棄の場合の還付等） 
 
 （特定輸出者の承認の申請の手続等）  
第五十九条の七 法第六十七条の三第五項（輸出申告の特例）に規定する申請書には、次に掲げる
事項を記載しなければならない。 

 一 法第六十七条の三第一項の承認を受けようとする者（第三項及び第四項において「申請者」
という。）の住所又は居所及び氏名又は名称 

 二 法第六十七条の三第一項の規定の適用を受けて輸出申告をしようとする貨物の品名  
 三 法第六十七条の四第一号イからホまで（承認の要件）のいずれかに該当する場合には、その

事実 
 四 その他参考となるべき事項  
２ 前項の申請書には、法第六十七条の四第三号の規則を添付しなければならない。  
３ 申請者が法人であるときは、第一項の申請書には、当該法人の登記事項証明書を添付しなけれ
ばならない。  

４ 税関長は、第一項の申請書の提出があつた場合において、その申請につき承認をしたときはそ
の旨を、承認をしないこととしたときはその旨及びその理由を書面により申請者に通知しなけれ

ばならない。  
５ 法第六十七条の三第一項の承認を受けた者（以下「特定輸出者」という。）は、その承認に係る
第一項第一号に掲げる事項に変更があつたときは、遅滞なく、その旨を当該承認をした税関長に

届け出なければならない。  
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関税法施行規則（抄） 
 
 （法令遵守規則の記載事項） 
第九条 法第六十七条の四第三号（承認の要件）に規定する財務省令で定める事項とは、次の各号
に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げる事項とする。 

 一 承認を受けようとする者が法人である場合 
  イ 法及び他の法令（以下この条において「法令」という。）を遵守するために必要な体制を整

えるための次に掲げる事項 
   ⑴ ⑵から⑷までに規定する業務を総括する部門の名称並びに責任者の氏名及び職名 
   ⑵ 特定輸出申告（法第六十七条の三第二項（輸出申告の特例）に規定する特定輸出申告を

いう。以下同じ。）に関する業務を行う部門の名称並びに責任者の氏名及び職名 
   ⑶ 特定輸出貨物（法第三十条第一項第五号（外国貨物を置く場所の制限）に規定する特定

輸出貨物をいう。以下同じ。）の管理に関する業務を行う部門の名称並びに責任者の氏名

及び職名 
   ⑷ 法令の遵守状況の監査に関する業務を行う部門の名称並びに責任者の氏名及び職名 
  ロ イの⑴から⑷までに定める部門における業務の具体的内容及び手順 
  ハ 関税関係法令以外の法令に関する法令遵守規則の名称及び目的に関する事項 
  ニ 特定輸出申告又は特定輸出貨物の管理に関する業務を他の者に委託している場合にあつて

は、当該他の者が行うこれらの業務の運営についての管理及び指導に関する事項 
  ホ 税関との間における連絡体制及び法令に違反する事態が生じた場合における対処のための

措置 
  ヘ 帳簿書類（法第六十七条の六第一項（帳簿の備付け等）に規定する帳簿書類をいう。以下

この条において同じ。）の作成、保管及び管理に関する事項 
  ト 承認を受けようとする法人の財務状況に関する事項 
  チ その法人の役員、代理人、支配人その他の従業者が法令を遵守するために必要な教育及び

研修に関する事項 
  リ 法令に違反した者に対する懲罰に関する事項 
  ヌ その他参考となるべき事項  
 二 承認を受けようとする者が法人以外の者である場合 
  イ 法令を遵守するために必要な次に掲げる事項 
   ⑴ ⑵から⑷までに規定する業務を総括する者の氏名 
   ⑵ 特定輸出申告に関する業務を行う者の氏名 
   ⑶ 特定輸出貨物の管理に関する業務を行う者の氏名 
   ⑷ 法令の遵守状況の監査に関する業務を行う者の氏名 
  ロ イの⑴から⑷までに定める業務の具体的内容及び手順 
  ハ 関税関係法令以外の法令に関する法令遵守規則の名称及び目的に関する事項 
  ニ 特定輸出申告又は特定輸出貨物の管理に関する業務を他の者に委託している場合にあつて

は、当該他の者が行うこれらの業務の運営についての管理及び指導に関する事項 
  ホ 税関との間における連絡体制及び法令に違反する事態が生じた場合における対処のための

措置 
  ヘ 帳簿書類の作成、保管及び管理に関する事項 
  ト 承認を受けようとする者の財務状況に関する事項 
  チ その他参考となるべき事項 
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関税法（抄） 
 
（申告の特例）  

第七条の二 貨物を輸入しようとする者であらかじめいずれかの税関長の承認を受けた者（以下「特
例輸入者」という。）は、当該承認を受けた日の属する月の翌月以後、申告納税方式が適用される

貨物について、前条第二項の規定にかかわらず、当該貨物に係る課税標準、税額その他必要な事

項を記載した申告書（以下「特例申告書」という。）を税関長に提出することによつて、同条第一

項の申告を行うことができる。  
２ 特例申告（特例申告書の提出によつて行う前条第一項の申告をいう。以下同じ。）を行う場合は、
特例申告に係る貨物（以下「特例申告貨物」という。）で輸入の許可を受けたものについて、特例

申告書を作成し、当該許可の日の属する月の翌月末日までに当該特例申告貨物の輸入地を所轄す

る税関長に提出しなければならない。 
３ 前項の規定により提出する特例申告書は、期限内特例申告書という。 
４ 第一項の規定は、関税暫定措置法（昭和三十五年法律第三十六号）別表第一の六に掲げる物品
その他政令で定める貨物については、適用しない。 

５ 関税定率法第十条第一項（変質、損傷等の場合の減税又は戻し税等）の規定その他政令で定め
る規定は、特例申告貨物については、適用しない。 

６ 第一項の承認を受けようとする者は、その住所又は居所及び氏名又は名称その他必要な事項を
記載した申請書を税関長に提出しなければならない。 

７ 特例申告書の記載事項その他前各項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  
 
（承認の要件）  

第七条の五 税関長は、第七条の二第六項（申告の特例）の規定による申請書の提出があつた場合
において、次の各号のいずれかに該当するときは、同条第一項の承認をしないことができる。  

一 承認を受けようとする者が次のいずれかに該当するとき。  
イ この法律その他の国税に関する法律の規定に違反して刑に処せられ、又はこの法律（他の関
税に関する法律において準用する場合を含む。）若しくは国税犯則取締法（明治三十三年法律

第六十七号）の規定により通告処分を受け、それぞれ、その刑の執行を終わり、若しくは執行

を受けることがなくなつた日又はその通告の旨を履行した日から三年を経過していない者で

あるとき。 
ロ イに規定する法律以外の法令の規定に違反して禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過していない者であるとき。 

ハ その業務についてイ若しくはロに該当する者を役員とする法人であるとき、又はその者を代
理人、使用人その他の従業者として使用する者であるとき。 

ニ 承認の申請の日前三年間において関税又は輸入貨物に係る消費税若しくは地方消費税につい
て、第十二条の四第一項若しくは第二項（重加算税）又は国税通則法第六十八条第一項若しく

は第二項（重加算税）の規定による重加算税を課されたことがある者であるとき。 
ホ 承認の申請の日前三年間において関税又は輸入貨物に係る内国消費税（輸入品に対する内国
消費税の徴収等に関する法律（昭和三十年法律第三十七号）第二条第一号（定義）に規定する

内国消費税をいう。以下同じ。）若しくは地方消費税を滞納したことがある者であるとき。 
ヘ 第七条の十二第一項第一号ハ若しくはニ又は第二号（承認の取消し）の規定により第七条の
二第一項の承認を取り消された日から三年を経過していない者であるとき。 

二 承認を受けようとする者が、特例申告を電子情報処理組織（電子情報処理組織による税関手続
の特例等に関する法律（昭和五十二年法律第五十四号）第二条第一号（定義）に規定する電子情

報処理組織をいう。以下同じ。）を使用して行うことその他特例申告貨物の輸入に関する業務を適

正かつ確実に遂行することができる能力を有していないとき。  

33



簡易申告制度 

三 承認を受けようとする者が、特例申告貨物の輸入に関する業務について、その者（その者が法
人である場合においては、その役員を含む。）又はその代理人、支配人その他の従業者がこの法律

その他の法令の規定を遵守するための事項として財務省令で定める事項を規定した規則を定めて

いないとき。 
 
（担保の提供）  

第七条の八 特例申告を行おうとする特例輸入者は、その月（以下この条において「特定月」とい
う。）において輸入しようとする貨物（申告納税方式が適用されるものに限る。以下この項におい

て同じ。）に課されるべき関税、内国消費税及び地方消費税（以下この条及び第七条の十一第二項

（承認の失効）において「関税等」という。）でその輸入の予定地において特例申告により納付す

る見込みの額の合計額と特定月の属する年の前年において当該輸入の予定地において輸入した貨

物について特例申告により納付した又は納付すべきことが確定した関税等の額の合計額を当該特

例申告を行つた月数で除して得た額とのいずれか多い額に相当する額の担保を、特定月の前月末

日までに、当該輸入の予定地を所轄する税関長に提供しなければならない。  
２ 税関長は、特例輸入者が特定月に輸入した特例申告貨物につき納付すべき関税等の額の合計額
が前項の規定により提供した担保の額を超えた場合には、政令で定めるところにより、その差額

に相当する額を限度として、当該特例輸入者に対し、同項の規定により特定月の翌月末日までに

提供された担保に係る増担保の提供を命ずることができる。  
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関税法施行令（抄） 

（特例申告書の記載事項等） 
第四条の二 法第七条の二第一項（申告の特例）に規定する特例申告書（以下単に「特例申告書」
という。）には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 特例申告貨物（法第七条の二第二項に規定する特例申告貨物をいう。以下同じ。）（法第四条
第一項第二号（課税物件の確定の時期）に係る同項 ただし書の規定の適用を受ける場合には、

当該特例申告貨物の原料として使用された外国貨物。第三号及び第四号を除き、以下この条に

おいて同じ。）の記号、番号、品名並びに課税標準となるべき数量及び価格

二 特例申告貨物の原産地
三 特例申告貨物がその輸入申告の際に蔵置されていた場所
四 特例申告貨物の輸入の許可の年月日及びその許可書の番号
五 特例申告貨物の所属区分、税率及び所属区分ごとの納付すべき税額並びにその合計額
六 定率法 その他の関税に関する法令の規定により関税の軽減、免除又は控除を受けようとする

場合には、その適用を受けたい旨及びその適用を受けようとする法令の条項

七 特例申告貨物について第六十一条第一項第二号から第四号までの便益の適用を受けようとす
る場合には、その適用を受けたい旨及び同項第二号イに規定するシンガポール協定原産地証明

書、同項第三号イに規定するメキシコ協定原産地証明書又は同項第四号イに規定するマレーシ

ア協定原産地証明書の発給を受けている旨（税関長が当該特例申告貨物の種類又は形状により

その原産地が明らかであると認めたものである場合及び当該特例申告貨物の課税価格（数量を

課税標準として関税を課する貨物の価格で定率法第四条 から第四条の八 まで（課税価格の計

算方法）の規定に準じて算出することとされているものを含む。次号から第十号までにおいて

同じ。）の総額が二十万円以下の場合を除く。）

八 特例申告貨物であつて第六十一条第一項第二号ロ(1)若しくは(2)、第三号ロ(1)若しくは(2)又
は第四号ロ(1)若しくは(2)に掲げる貨物（以下この号において「非原産国経由貨物」という。）

について同項第二号から第四号までの便益の適用を受けようとする場合には、当該特例申告貨

物が非原産国経由貨物である旨（当該特例申告貨物の課税価格の総額が二十万円以下の場合を

除く。）

九 特例申告貨物の課税価格の計算につき定率法第四条第一項（課税価格の決定の原則）の規定
の適用を受ける場合（第四条の十二第二項第一号に掲げる仕入書、運賃明細書、保険料明細書

及び包装明細書により課税価格の計算の基礎が明らかである場合に限る。）以外の場合にあつ

ては、課税価格の計算の基礎及びこれに関連する事項

十 課税価格が異なることにより関税の額が異なることとされている特例申告貨物についての定
率法第四条第二項第一号から第三号までに掲げる事情、同項第四号に規定する特殊関係及び課

税価格の計算に関係がある取引上の特殊な条件の有無及びその内容（特殊関係の取引価格への

影響の有無及びその理由を含む。）

十一 その他参考となるべき事項
２ 前項第一号に掲げる特例申告貨物の課税標準となるべき数量は、財務大臣が貨物の種類ごとに
定める単位による当該特例申告貨物の正味の数量とする。

３ 第一項第一号に掲げる特例申告貨物の課税標準となるべき価格は、当該特例申告貨物の定率法
第四条から第四条の八までの規定により計算される課税価格に相当する価格とする。

４ 前条第二項から第五項までの規定は、第一項の場合について準用する。この場合において、同
条第三項中「輸入申告書」とあるのは「特例申告書」と、「同項第三号」とあるのは「次条第一項

第九号」と、「第四号」とあるのは「第十号」と、同条第五項中「第一項第三号又は第四号」とあ

るのは「次条第一項第九号又は第十号」と読み替えるものとする。
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（申告の特例を適用しない貨物） 
第四条の三 法第七条の二第四項（申告の特例を適用しない貨物）に規定する政令で定める貨物は、
関税暫定措置法第七条の五第一項（生鮮等牛肉及び冷凍牛肉に係る関税の緊急措置）に規定する

生鮮等牛肉及び冷凍牛肉並びに同法第七条の六第一項（生きている豚及び豚肉等に係る関税の緊

急措置）に規定する生きている豚及び豚肉等とする。

（特例申告貨物について適用しない規定）  
第四条の四 法第七条の二第五項 （申告の特例）に規定する政令で定める規定は、次に掲げるもの
とする。

一 定率法第十一条（加工又は修繕のため輸出された貨物の減税）、第十四条第六号、第十号、第
十一号（貨物の運送のために反復して使用されるものに係る場合を除く。第四号において同

じ。）及び第十四号（無条件免税）、第十四条の二（再輸入減税）、第十七条（再輸出免税）、第

十八条（再輸出減税）並びに第十九条の三（輸入時と同一状態で再輸出される場合の戻し税）

二 関税暫定措置法第八条の二第一項 （特恵関税等）（同法第八条の四第一項（鉱工業産品等に

対する特恵関税の適用の停止の特例等）に規定する特定特恵鉱工業産品等に係る場合に限る。）

三 経済上の連携の強化に関する日本国とメキシコ合衆国との間の協定（以下この号並びに第六
十一条第一項第三号及び第五項において「メキシコ協定」という。）第五条１（メキシコ協定

附属書一の日本国の表において関税の譲許が一定の額を限度の基準として定められている物

品でその譲許の便益の適用を受けるものに係る場合に限る。）

四 輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律第十三条第一項第一号（定率法第十四条第
六号、第十号、第十一号及び第十四号に係る部分に限る。）及び第四号並びに第三項第四号（免

税等）、第十五条第一項（変質、損傷等の場合の軽減又は還付等）、第十五条の二（加工又は修

繕のため輸出された課税物品に係る消費税の軽減）、第十五条の三（再輸出される課税物品に

係る消費税の軽減）並びに第十六条の三（輸入時と同一状態で再輸出される場合の還付）

五 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和四十六年法律第百二十九号）第八十条第一項
第三号及び第三項（内国消費税等に関する特例）

（特例輸入者の承認の申請の手続等） 
第四条の五 法第七条の二第六項 （申告の特例）に規定する申請書には、次に掲げる事項を記載し
なければならない。

一 法第七条の二第一項（申告の特例）の承認を受けようとする者（第三項及び第四項において
「申請者」という。）の住所又は居所及び氏名又は名称

二 法第七条の五第一号イからヘまで（承認の要件）のいずれかに該当する場合には、その事実
三 その他参考となるべき事項

２ 前項の申請書には、法第七条の五第三号の規則を添付しなければならない。
３ 申請者が法人であるときは、第一項の申請書には、当該法人の登記事項証明書を添付しなけれ
ばならない。

４ 税関長は、第一項の申請書の提出があつた場合において、その申請につき承認をしたときはそ
の旨を、承認をしないこととしたときはその旨及びその理由を書面により申請者に通知しなけれ

ばならない。

５ 法第七条の二第一項の承認を受けた者（以下「特例輸入者」という。）は、その承認に係る第一
項第一号に掲げる事項に変更があつたときは、遅滞なく、その旨を当該承認をした税関長に届け

出なければならない。
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関税法施行規則（抄）
 
 （法令遵守規則の記載事項） 
第一条の二 法第七条の五第三号（承認の要件）に規定する財務省令で定める事項とは、次の各号
に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げる事項とする。 

 一 承認を受けようとする者が法人である場合 
  イ 法及び他の法令（以下この条において「法令」という。）を遵守するために必要な体制を整

えるための次に掲げる事項 
   ⑴ ⑵から⑸までに規定する業務を総括する部門の名称並びに責任者の氏名及び職名 
   ⑵ 輸入申告（法第六十七条（輸出又は輸入の許可）の規定に基づき行う輸入申告をいう。）

及び特例申告（法第七条の二第二項（申告の特例）に規定する特例申告をいう。）（以下こ

の条において「輸入申告等」という。）に関する業務を行う部門の名称並びに責任者の氏

名及び職名 
   ⑶ 担保の提供（法第七条の八第一項（担保の提供）の規定に基づき税関長に対して行う担

保の提供をいい、提供した後における当該担保の管理を含む。）並びに関税、内国消費税

（輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律（昭和三十年法律第三十七号）第二条

第一号（定義）の内国消費税をいう。）及び地方消費税（地方税法（昭和二十五年法律第

二百二十六号）第七十二条の七十七第三号（地方消費税に関する用語の意義）の貨物割を

いう。）の納付に係る事務の管理（以下この条において「担保及び納税の管理」という。）

に関する業務を行う部門の名称並びに責任者の氏名及び職名 
   ⑷ 特例申告貨物（法第七条の二第二項に規定する特例申告貨物をいう。）の管理に関する業

務を行う部門の名称並びに責任者の氏名及び職名 
   ⑸ 法令の遵守状況の監査に関する業務を行う部門の名称並びに責任者の氏名及び職名 
  ロ イの⑴から⑸までに定める部門における業務の具体的内容及び手順 
  ハ 承認を受けようとする法人の事業又は業務に関し、役員、代理人、支配人その他の従業者

が法令（法その他関税に関する法令を除く。）の規定を遵守するための事項を規定した規則

（第九条第一号において「関税関係法令以外の法令に関する法令遵守規則」という。）の名

称及び目的に関する事項 
  ニ 輸入申告等、担保及び納税の管理又は特例申告貨物の管理に関する業務を他の者に委託し

ている場合にあつては、当該他の者が行うこれらの業務の運営についての管理及び指導に関

する事項 
  ホ 税関との間における連絡体制及び法令に違反する事態が生じた場合における対処のための

措置 
  ヘ 帳簿書類（法第七条の九第一項（帳簿の備付け等）に規定する帳簿書類をいう。以下この

条において同じ。）の作成、保管及び管理に関する事項 
  ト 承認を受けようとする法人の財務の状況（会計帳簿その他財務に関する書類の概要を含む。

以下この条及び第九条において「財務状況」という。）に関する事項 
  チ その法人の役員、代理人、支配人その他の従業者が法令を遵守するために必要な教育及び

研修に関する事項 
  リ 法令に違反した者に対する懲罰に関する事項 
  ヌ その他参考となるべき事項 
 二 承認を受けようとする者が法人以外の者である場合 
  イ 法令を遵守するために必要な次に掲げる事項 
   ⑴ ⑵から⑸までに規定する業務を総括する者の氏名 
   ⑵ 輸入申告等に関する業務を行う者の氏名 
   ⑶ 担保及び納税の管理に関する業務を行う者の氏名 
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   ⑷ 特例申告貨物の管理に関する業務を行う者の氏名 
   ⑸ 法令の遵守状況の監査に関する業務を行う者の氏名 
  ロ イの⑴から⑸までに定める業務の具体的内容及び手順 
  ハ 承認を受けようとする者が、その事業又は業務に関し、法令（法その他関税に関する法令

を除く。）の規定を遵守するための事項を規定した規則（第九条第二号において「関税関係

法令以外の法令に関する法令遵守規則」という。）の名称及び目的に関する事項 
  ニ 輸入申告等、担保及び納税の管理又は特例申告貨物の管理に関する業務を他の者に委託し

ている場合にあつては、当該他の者が行うこれらの業務の運営についての管理及び指導に関

する事項 
  ホ 税関との間における連絡体制及び法令に違反する事態が生じた場合における対処のための

措置 
  ヘ 帳簿書類の作成、保管及び管理に関する事項 
  ト 承認を受けようとする者の財務状況に関する事項 
  チ その他参考となるべき事項 

38


